
民生委員法 

（昭和二十三年七月二十九日法律第百九十八号） 

最終改正：平成二五年六月一四日法律第四四号 

 

第一条  民生委員は、社会奉仕の精神をもつて、常に住民の立場に立つて相談に応じ、及び必要

な援助を行い、もつて社会福祉の増進に努めるものとする。  

第二条  民生委員は、常に、人格識見の向上と、その職務を行う上に必要な知識及び技術の修得

に努めなければならない。  

第三条  民生委員は、市（特別区を含む。以下同じ。）町村の区域にこれを置く。  

第四条  民生委員の定数は、厚生労働大臣の定める基準を参酌して、前条の区域ごとに、都道府

県の条例で定める。  

２  前項の規定により条例を制定する場合においては、都道府県知事は、あらかじめ、前条の区域

を管轄する市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）の意見を聴くものとする。  

第五条  民生委員は、都道府県知事の推薦によつて、厚生労働大臣がこれを委嘱する。  

２  都道府県知事は、前項の推薦を行うに当たつては、市町村に設置された民生委員推薦会が推

薦した者について行うものとする。この場合において、都道府県に設置された社会福祉法 （昭和

二十六年法律第四十五号）第七条第一項 に規定する地方社会福祉審議会（以下「地方社会福

祉審議会」という。）の意見を聴くよう努めるものとする。  

第六条  民生委員推薦会が、民生委員を推薦するに当つては、当該市町村の議会（特別区の議会

を含む。以下同じ。）の議員の選挙権を有する者のうち、人格識見高く、広く社会の実情に通じ、且

つ、社会福祉の増進に熱意のある者であつて児童福祉法 （昭和二十二年法律第百六十四号）の

児童委員としても、適当である者について、これを行わなければならない。  

２  都道府県知事及び民生委員推薦会は、民生委員の推薦を行うに当たつては、当該推薦に係る

者のうちから児童福祉法 の主任児童委員として指名されるべき者を明示しなければならない。  
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第七条  都道府県知事は、民生委員推薦会の推薦した者が、民生委員として適当でないと認める

ときは、地方社会福祉審議会の意見を聴いて、その民生委員推薦会に対し、民生委員の再推薦

を命ずることができる。  

２  前項の規定により都道府県知事が再推薦を命じた場合において、その日から二十日以内に民

生委員推薦会が再推薦をしないときは、都道府県知事は、当該市町村長及び地方社会福祉審議

会の意見を聴いて、民生委員として適当と認める者を定め、これを厚生労働大臣に推薦すること

ができる。  

第八条  民生委員推薦会は、委員若干人でこれを組織する。  

２  委員は、当該市町村の区域の実情に通ずる者のうちから、市町村長が委嘱する。  

３  民生委員推薦会に委員長一人を置く。委員長は、委員の互選とする。  

４  前三項に定めるもののほか、委員長及び委員の任期並びに委員長の職務その他民生委員推

薦会に関し必要な事項は、政令でこれを定める。  

第九条  削除  

第十条  民生委員には、給与を支給しないものとし、その任期は、三年とする。ただし、補欠の民生

委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

第十一条  民生委員が左の各号の一に該当する場合においては、厚生労働大臣は、前条の規定

にかかわらず、都道府県知事の具申に基いて、これを解嘱することができる。  

一  職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合  

二  職務を怠り、又は職務上の義務に違反した場合  

三  民生委員たるにふさわしくない非行のあつた場合  

２  都道府県知事が前項の具申をするに当たつては、地方社会福祉審議会の同意を経なければな

らない。  

第十二条  前条第二項の場合において、地方社会福祉審議会は、審査をなすに際して、あらかじ

め本人に対してその旨を通告しなければならない。  

２  前項の通告を受けた民生委員は、通告を受けた日から二週間以内に、地方社会福祉審議会に

対して意見を述べることができる。  



３  前項の規定により民生委員が意見を述べた場合には、地方社会福祉審議会は、その意見を聴

いた後でなければ審査をなすことができない。  

第十三条  民生委員は、その市町村の区域内において、担当の区域又は事項を定めて、その職務

を行うものとする。  

第十四条  民生委員の職務は、次のとおりとする。  

一  住民の生活状態を必要に応じ適切に把握しておくこと。  

二  援助を必要とする者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように生活

に関する相談に応じ、助言その他の援助を行うこと。  

三  援助を必要とする者が福祉サービスを適切に利用するために必要な情報の提供その他の援

助を行うこと。  

四  社会福祉を目的とする事業を経営する者又は社会福祉に関する活動を行う者と密接に連携し、

その事業又は活動を支援すること。  

五  社会福祉法 に定める福祉に関する事務所（以下「福祉事務所」という。）その他の関係行政機

関の業務に協力すること。  

２  民生委員は、前項の職務を行うほか、必要に応じて、住民の福祉の増進を図るための活動を行

う。  

第十五条  民生委員は、その職務を遂行するに当つては、個人の人格を尊重し、その身上に関す

る秘密を守り、人種、信条、性別、社会的身分又は門地によつて、差別的又は優先的な取扱をす

ることなく、且つ、その処理は、実情に即して合理的にこれを行わなければならない。  

第十六条  民生委員は、その職務上の地位を政党又は政治的目的のために利用してはならない。  

２  前項の規定に違反した民生委員は、第十一条及び第十二条の規定に従い解嘱せられるものと

する。  

第十七条  民生委員は、その職務に関して、都道府県知事の指揮監督を受ける。  

２  市町村長は、民生委員に対し、援助を必要とする者に関する必要な資料の作成を依頼し、その

他民生委員の職務に関して必要な指導をすることができる。  

第十八条  都道府県知事は、民生委員の指導訓練を実施しなければならない。  
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第十九条  削除  

第二十条  民生委員は、都道府県知事が市町村長の意見をきいて定める区域ごとに、民生委員協

議会を組織しなければならない。  

２  前項の規定による民生委員協議会を組織する区域を定める場合においては、特別の事情のあ

るときの外、市においてはその区域を数区域に分けた区域をもつて、町村においてはその区域を

もつて一区域としなければならない。  

第二十一条から第二十三条まで  削除  

第二十四条  民生委員協議会の任務は、次のとおりとする。  

一  民生委員が担当する区域又は事項を定めること。  

二  民生委員の職務に関する連絡及び調整をすること。  

三  民生委員の職務に関して福祉事務所その他の関係行政機関との連絡に当たること。  

四  必要な資料及び情報を集めること。  

五  民生委員をして、その職務に関して必要な知識及び技術の修得をさせること。  

六  その他民生委員が職務を遂行するに必要な事項を処理すること。  

２  民生委員協議会は、民生委員の職務に関して必要と認める意見を関係各庁に具申することが

できる。  

３  民生委員協議会は、市町村の区域を単位とする社会福祉関係団体の組織に加わることができ

る。  

４  市町村長及び福祉事務所その他の関係行政機関の職員は、民生委員協議会に出席し、意見

を述べることができる。  

第二十五条  民生委員協議会を組織する民生委員は、その互選により会長一人を定めなければな

らない。  

２  会長は、民生委員協議会の会務をとりまとめ、民生委員協議会を代表する。  

３  前二項に定めるもののほか、会長の任期その他会長に関し必要な事項は、政令で定める。  

第二十六条  民生委員、民生委員推薦会、民生委員協議会及び民生委員の指導訓練に関する費

用は、都道府県がこれを負担する。  



第二十七条  削除  

第二十八条  国庫は、第二十六条の規定により都道府県が負担した費用のうち、厚生労働大臣の

定める事項に関するものについては、予算の範囲内で、その一部を補助することができる。  

第二十九条  この法律中都道府県が処理することとされている事務で政令で定めるものは、地方

自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項 の指定都市（以下本条

中「指定都市」という。）及び同法第二百五十二条の二十二第一項 の中核市（以下本条中「中核

市」という。）においては、政令で定めるところにより、指定都市又は中核市（以下本条中「指定都

市等」という。）が処理するものとする。この場合においては、この法律中都道府県に関する規定

は、指定都市等に関する規定として指定都市等に適用があるものとする。  

第二十九条の二  この法律に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところによ

り、地方厚生局長に委任することができる。  

２  前項の規定により地方厚生局長に委任された権限は、厚生労働省令で定めるところにより、地

方厚生支局長に委任することができる。  

 

   附 則 抄  

第三十条  この法律は、公布の日から、施行する。  

第三十一条  民生委員令（昭和二十一年勅令第四百二十六号）は、これを廃止する。  

 

   附 則 （昭和二四年五月三一日法律第一六八号） 抄  

 この法律は、公布の日から施行する。  

 

   附 則 （昭和二八年八月一日法律第一一五号） 抄  

（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から施行する。但し、第八条の改正規定は、昭和二十八年十月一日から

施行する。  
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   附 則 （昭和二八年八月一五日法律第二一三号） 抄  

１  この法律は、昭和二十八年九月一日から施行する。  

 

   附 則 （昭和三一年六月一二日法律第一四八号）  

１  この法律は、地方自治法の一部を改正する法律（昭和三十一年法律第百四十七号）の施行の

日から施行する。  

２  この法律の施行の際海区漁業調整委員会の委員又は農業委員会の委員の職にある者の兼業

禁止及びこの法律の施行に伴う都道府県又は都道府県知事若しくは都道府県の委員会その他

の機関が処理し、又は管理し、及び執行している事務の地方自治法第二百五十二条の十九第一

項の指定都市（以下「指定都市」という。）又は指定都市の市長若しくは委員会その他の機関への

引継に関し必要な経過措置は、それぞれ地方自治法の一部を改正する法律（昭和三十一年法律

第百四十七号）附則第四項及び第九項から第十五項までに定めるところによる。  

 

   附 則 （昭和三五年三月三一日法律第三七号） 抄  

（施行期日） 

１  この法律は、昭和三十五年四月一日から施行する。  

 

   附 則 （昭和六〇年七月一二日法律第九〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該各

号に定める日から施行する。  

一から四まで  略  

五  第三条、第七条及び第十一条の規定、第二十四条の規定（民生委員法第十九条の改正規定

を除く。附則第七条において同じ。）、第二十五条の規定（社会福祉事業法第十七条及び第二十

一条の改正規定を除く。附則第七条において同じ。）、第二十八条の規定（児童福祉法第三十五



条、第五十六条の二、第五十八条及び第五十八条の二の改正規定を除く。）並びに附則第七条、

第十二条から第十四条まで及び第十七条の規定 公布の日から起算して六月を経過した日  

（民生委員法及び社会福祉事業法の一部改正に伴う経過措置） 

第七条  第二十四条の規定及び第二十五条の規定の施行前に民生委員審査会がした通告その

他の行為又はこれらの規定の施行の際現に民生委員審査会に対して行つている意見の陳述そ

の他の行為については、これらの規定の施行の日以後においては、地方社会福祉審議会がした

通告その他の行為又は地方社会福祉審議会に対して行つた意見の陳述その他の行為とみな

す。  

 

   附 則 （平成六年六月二九日法律第四九号） 抄  

（施行期日） 

１  この法律中、第一章の規定及び次項の規定は地方自治法の一部を改正する法律（平成六年法

律第四十八号）中地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二編第十二章の改正規定の施

行の日から、第二章の規定は地方自治法の一部を改正する法律中地方自治法第三編第三章の

改正規定の施行の日から施行する。  

 

   附 則 （平成一一年七月一六日法律第八七号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。  

一  第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び款名を加える改正規定

（同法第二百五十条の九第一項に係る部分（両議院の同意を得ることに係る部分に限る。）に限

る。）、第四十条中自然公園法附則第九項及び第十項の改正規定（同法附則第十項に係る部分

に限る。）、第二百四十四条の規定（農業改良助長法第十四条の三の改正規定に係る部分を除

く。）並びに第四百七十二条の規定（市町村の合併の特例に関する法律第六条、第八条及び第十

七条の改正規定に係る部分を除く。）並びに附則第七条、第十条、第十二条、第五十九条ただし



書、第六十条第四項及び第五項、第七十三条、第七十七条、第百五十七条第四項から第六項ま

で、第百六十条、第百六十三条、第百六十四条並びに第二百二条の規定 公布の日  

（従前の例による事務等に関する経過措置） 

第六十九条  国民年金法等の一部を改正する法律（昭和六十年法律第三十四号）附則第三十二

条第一項、第七十八条第一項並びに第八十七条第一項及び第十三項の規定によりなお従前の

例によることとされた事項に係る都道府県知事の事務、権限又は職権（以下この条において「事

務等」という。）については、この法律による改正後の国民年金法、厚生年金保険法及び船員保険

法又はこれらの法律に基づく命令の規定により当該事務等に相当する事務又は権限を行うことと

された厚生大臣若しくは社会保険庁長官又はこれらの者から委任を受けた地方社会保険事務局

長若しくはその地方社会保険事務局長から委任を受けた社会保険事務所長の事務又は権限とす

る。  

（新地方自治法第百五十六条第四項の適用の特例） 

第七十条  第百六十六条の規定による改正後の厚生省設置法第十四条の地方社会保険事務局

及び社会保険事務所であって、この法律の施行の際旧地方自治法附則第八条の事務を処理す

るための都道府県の機関（社会保険関係事務を取り扱うものに限る。）の位置と同一の位置に設

けられるもの（地方社会保険事務局にあっては、都道府県庁の置かれている市（特別区を含む。）

に設けられるものに限る。）については、新地方自治法第百五十六条第四項の規定は、適用しな

い。  

（社会保険関係地方事務官に関する経過措置） 

第七十一条  この法律の施行の際現に旧地方自治法附則第八条に規定する職員（厚生大臣又は

その委任を受けた者により任命された者に限る。附則第百五十八条において「社会保険関係地方

事務官」という。）である者は、別に辞令が発せられない限り、相当の地方社会保険事務局又は社

会保険事務所の職員となるものとする。  

（地方社会保険医療協議会に関する経過措置） 

第七十二条  第百六十九条の規定による改正前の社会保険医療協議会法の規定による地方社会

保険医療協議会並びにその会長、委員及び専門委員は、相当の地方社会保険事務局の地方社



会保険医療協議会並びにその会長、委員及び専門委員となり、同一性をもって存続するものとす

る。  

（準備行為） 

第七十三条  第二百条の規定による改正後の国民年金法第九十二条の三第一項第二号の規定

による指定及び同条第二項の規定による公示は、第二百条の規定の施行前においても行うこと

ができる。  

（厚生大臣に対する再審査請求に係る経過措置） 

第七十四条  施行日前にされた行政庁の処分に係る第百四十九条から第百五十一条まで、第百

五十七条、第百五十八条、第百六十五条、第百六十八条、第百七十条、第百七十二条、第百七

十三条、第百七十五条、第百七十六条、第百八十三条、第百八十八条、第百九十五条、第二百

一条、第二百八条、第二百十四条、第二百十九条から第二百二十一条まで、第二百二十九条又

は第二百三十八条の規定による改正前の児童福祉法第五十九条の四第二項、あん摩マツサー

ジ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律第十二条の四、食品衛生法第二十九条の四、旅館業

法第九条の三、公衆浴場法第七条の三、医療法第七十一条の三、身体障害者福祉法第四十三

条の二第二項、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第五十一条の十二第二項、クリーニ

ング業法第十四条の二第二項、狂犬病予防法第二十五条の二、社会福祉事業法第八十三条の

二第二項、結核予防法第六十九条、と畜場法第二十条、歯科技工士法第二十七条の二、臨床検

査技師、衛生検査技師等に関する法律第二十条の八の二、知的障害者福祉法第三十条第二項、

老人福祉法第三十四条第二項、母子保健法第二十六条第二項、柔道整復師法第二十三条、建

築物における衛生的環境の確保に関する法律第十四条第二項、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律第二十四条、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第四十一条第三項又は

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第六十五条の規定に基づく再審査

請求については、なお従前の例による。  

（厚生大臣又は都道府県知事その他の地方公共団体の機関がした事業の停止命令その他の処

分に関する経過措置） 



第七十五条  この法律による改正前の児童福祉法第四十六条第四項若しくは第五十九条第一項

若しくは第三項、あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律第八条第一項（同法

第十二条の二第二項において準用する場合を含む。）、食品衛生法第二十二条、医療法第五条

第二項若しくは第二十五条第一項、毒物及び劇物取締法第十七条第一項（同法第二十二条第四

項及び第五項で準用する場合を含む。）、厚生年金保険法第百条第一項、水道法第三十九条第

一項、国民年金法第百六 条第一項、薬事法第六十九条第一項若しくは第七十二条又は柔道整

復師法第十八条第一項の規定により厚生大臣又は都道府県知事その他の地方公共団体の機関

がした事業の停止命令その他の処分は、それぞれ、この法律による改正後の児童福祉法第四十

六条第四項若しくは第五十九条第一項若しくは第三項、あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう

師等に関する法律第八条第一項（同法第十二条の二第二項において準用する場合を含む。）、食

品衛生法第二十二条若しくは第二十三条、医療法第五条第二項若しくは第二十五条第一項、毒

物及び劇物取締法第十七条第一項若しくは第二項（同法第二十二条第四項及び第五項で準用

する場合を含む。）、厚生年金保険法第百条第一項、水道法第三十九条第一項若しくは第二項、

国民年金法第百六条第一項、薬事法第六十九条第一項若しくは第二項若しくは第七十二条第二

項又は柔道整復師法第十八条第一項の規定により厚生大臣又は地方公共団体がした事業の停

止命令その他の処分とみなす。  

（国等の事務） 

第百五十九条  この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、この法律の施行

前において、地方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令により管理し又は執行する国、他

の地方公共団体その他公共団体の事務（附則第百六十一条において「国等の事務」という。）は、

この法律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに基づく政令により当該地方公共団体の事

務として処理するものとする。  

（処分、申請等に関する経過措置） 

第百六十条  この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条及び

附則第百六十三条において同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定によりされた許

可等の処分その他の行為（以下この条において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行の



際現に改正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の申請その他の行為（以下この

条において「申請等の行為」という。）で、この法律の施行の日においてこれらの行為に係る行政

事務を行うべき者が異なることとなるものは、附則第二条から前条までの規定又は改正後のそれ

ぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に関する規定に定めるものを除き、この法律

の施行の日以後における改正後のそれぞれの法律の適用については、改正後のそれぞれの法

律の相当規定によりされた処分等の行為又は申請等の行為とみなす。  

２  この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体の機関に対

し報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の日前にその手

続がされていないものについては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほ

か、これを、改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は地方公共団体の相当の機関に対

して報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項についてその手続がされていない

ものとみなして、この法律による改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。  

（不服申立てに関する経過措置） 

第百六十一条  施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした行政庁（以下

この条において「処分庁」という。）に施行日前に行政不服審査法に規定する上級行政庁（以下こ

の条において「上級行政庁」という。）があったものについての同法による不服申立てについては、

施行日以後においても、当該処分庁に引き続き上級行政庁があるものとみなして、行政不服審査

法の規定を適用する。この場合において、当該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行

日前に当該処分庁の上級行政庁であった行政庁とする。  

２  前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関であるときは、当

該機関が行政不服審査法の規定により処理することとされる事務は、新地方自治法第二条第九

項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。  

（手数料に関する経過措置） 

第百六十二条  施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を

含む。）の規定により納付すべきであった手数料については、この法律及びこれに基づく政令に別

段の定めがあるもののほか、なお従前の例による。  



（罰則に関する経過措置） 

第百六十三条  この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。  

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百六十四条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に

関する経過措置を含む。）は、政令で定める。  

２  附則第十八条、第五十一条及び第百八十四条の規定の適用に関して必要な事項は、政令で定

める。  

（検討） 

第二百五十条  新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務については、

できる限り新たに設けることのないようにするとともに、新地方自治法別表第一に掲げるもの及び

新地方自治法に基づく政令に示すものについては、地方分権を推進する観点から検討を加え、適

宜、適切な見直しを行うものとする。  

第二百五十一条  政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行できるよう、

国と地方公共団体との役割分担に応じた地方税財源の充実確保の方途について、経済情勢の推

移等を勘案しつつ検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  

第二百五十二条  政府は、医療保険制度、年金制度等の改革に伴い、社会保険の事務処理の体

制、これに従事する職員の在り方等について、被保険者等の利便性の確保、事務処理の効率化

等の視点に立って、検討し、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ず

るものとする。  

 

   附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。  

 

   附 則 （平成一二年六月七日法律第一一一号） 抄  



（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。  

（検討） 

第二条  政府は、この法律の施行後十年を経過した場合において、この法律の規定の施行の状況

について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  

（罰則に関する経過措置） 

第二十八条  この法律の施行前にした行為及び附則第二十六条の規定によりなおその効力を有

することとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、な

お従前の例による。  

（その他の経過措置の政令への委任） 

第二十九条  附則第三条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過

措置は、政令で定める。  

 

   附 則 （平成一三年一一月三〇日法律第一三五号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行す

る。  

二  目次の改正規定中「第三節 児童福祉司及び児童委員（第十一条―第十四条）第四節 児童

相談所、福祉事務所及び保健所（第十五条―第十八条の三）」を「第三節 児童福祉司（第十一

条―第十一条の三）第四節 児童委員（第十二条―第十四条）第五節 児童相談所、福祉事務所

及び保健所（第十五条―第十八条の三）」に改める部分、第一章第三節の節名の改正規定、第十

一条の次に二条を加える改正規定、第一章中第四節を第五節とし、第十二条の前に節名を付す

る改正規定、同条の改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、第十三条の改正規定、同条

の次に一条を加える改正規定及び第十四条の改正規定並びに附則第七条から第九条までの規

定 平成十三年十二月一日  

（民生委員法の一部改正に伴う経過措置） 



第九条  附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日前に前条の規定による改正前の民生委員法

第五条の規定により都道府県知事及び民生委員推薦会が行った推薦において、新法第十二条

の二第二項に規定する主任児童委員の職務に相当する職務を行うべき者が明示されている場合

には、当該推薦は、前条の規定による改正後の民生委員法第六条第二項の規定により児童福祉

法の主任児童委員として指名されるべき者が明示された推薦とみなす。  

 

   附 則 （平成二三年八月三〇日法律第一〇五号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。  

（罰則に関する経過措置） 

第八十一条  この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条におい

て同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合に

おけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  

（政令への委任） 

第八十二条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関

する経過措置を含む。）は、政令で定める。  

 

   附 則 （平成二五年六月一四日法律第四四号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。  

二  第一条、第五条、第七条（消防組織法第十五条の改正規定に限る。）、第九条、第十条、第十

四条（地方独立行政法人法目次の改正規定（「第六章 移行型地方独立行政法人の設立に伴う

措置（第五十九条―第六十七条）」を「第六章 移行型地方独立行政法人の設立に伴う措置（第

五十九条―第六十七条） 

 第六章の二 特定地方独立行政法人から一般地方独立行政法人への移行に伴う措置（第六十



七条の二―第六十七条の七）」に改める部分に限る。）、同法第八条、第五十五条及び第五十九

条第一項の改正規定並びに同法第六章の次に一章を加える改正規定を除く。）、第十五条、第二

十二条（民生委員法第四条の改正規定に限る。）、第三十六条、第四十条（森林法第七十条第一

項の改正規定に限る。）、第五十条（建設業法第二十五条の二第一項の改正規定に限る。）、第

五十一条、第五十二条（建築基準法第七十九条第一項の改正規定に限る。）、第五十三条、第六

十一条（都市計画法第七十八条第二項の改正規定に限る。）、第六十二条、第六十五条（国土利

用計画法第十五条第二項の改正規定を除く。）及び第七十二条の規定並びに次条、附則第三条

第二項、第四条、第六条第二項及び第三項、第十三条、第十四条（地方公務員等共済組合法

（昭和三十七年法律第百五十二号）第百四十一条の二の次に二条を加える改正規定中第百四十

一条の四に係る部分に限る。）、第十六条並びに第十八条の規定 平成二十六年四月一日  

（民生委員法の一部改正に伴う経過措置） 

第四条  第二十二条の規定（民生委員法第四条の改正規定に限る。以下この条において同じ。）の

施行の日から起算して一年を超えない期間内において、第二十二条の規定による改正後の民生

委員法第四条第一項に規定する都道府県の条例が制定施行されるまでの間は、同項の民生委

員の定数については、なお従前の例による。  

（罰則に関する経過措置） 

第十条  この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例による。  

（政令への委任） 

第十一条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関す

る経過措置を含む。）は、政令で定める。  

 


